
平成 14 年 9 月 11 日付け目都計第 190 号の 7決定 

平成 16 年 6 月 3 日付け目都計第 125 号決定 

平成 19 年 1 月５日付け目都計第 386 号決定 

 

目黒区交通バリアフリー推進基本構想協議会設置要綱 

 

（設置） 

第 1条 「高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化の促進に関する法律（平

成 12 年法律第 68 号）」に基づき、目黒区交通バリアフリー推進基本構想の推進に当り、

関係する公共交通事業者等、道路管理者及び東京都公安委員会等と協議及び調整を行う

ことを目的として、目黒区交通バリアフリー推進基本構想協議会(以下｢協議会｣という。) 

を設置する。 

 

（協議等事項） 

第 2条 協議会は、次に掲げる事項について協議及び調整を行う。 

（１） 目黒区交通バリアフリー推進基本構想に関すること 

（２） 特定事業及び実現化方策等に関すること 

（３） その他、交通バリアフリーに関すること 

 

（構成） 

第 3 条 協議会は、別表に掲げる委員により構成する。ただし、会長は、必要があると認めると

きは、当該委員以外の者を協議会の委員とすることができる。 

 

（任期） 

第 4条 委員の任期は、平成 22 年までの期間とする。 

 

（会長等） 

第 5条 協議会に会長及び副会長を各 1人置く。 

2 会長は、助役をもって充てる。 

3 副会長は、都市整備部長をもって充てる。 

4 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。 

5 副会長は、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。 

 

（会議） 

第 6条 協議会は、会長が招集する。 

2 会長は、必要に応じて協議会の構成員以外の者に協議会の出席を要請し、意見の表明又は資

料の提出を求めることができる。 



 

 

（事務局） 

第 7条 協議会に事務局を置く。 

2 事務局は、都市整備部都市計画課がその任に当たる。 

 

（委任） 

第 8条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関して必要な事項は、会長が定める。  
 
付則 この要綱は、平成 14 年 9 月 11 日から施行する。 
   この要綱は、平成 16 年 6 月 3 日から施行する。 
   この要綱は、平成 19 年 1 月 5 日から施行する。 



 

 

別表（目黒区交通バリアフリー推進基本構想協議会の構成）

所属
目黒区助役（会長）
目黒区都市整備部長（副会長）
国土交通省　関東運輸局交通環境部消費者行政・情報課長
国土交通省　関東運輸局東京運輸支局首席運輸企画専門官
東京都　都市整備局都市基盤部交通企画課長
東京都　福祉保健局生活福祉部副参事（地域支援担当）
目黒区　健康福祉部障害福祉課長
目黒区　都市整備部大橋地区整備課長

鉄道事業者 東京急行電鉄株式会社　鉄道事業本部事業統括部事業推進課長
バス事業者 東急バス株式会社　運輸部施設担当課長
再開発事業者 東京都　再開発事務所　大橋地区整備課長
道路事業者 首都高速道路株式会社　東京建設局　大橋建設ｸﾞﾙｰﾌﾟ　総括マネージャー

国土交通省　東京国道事務所交通対策課長
東京都　建設局道路管理部安全施設課長
東京都　建設局第二建設事務所管理課長
東京都　建設局第二建設事務所補修課長
目黒区　都市整備部道路管理課長
目黒区　都市整備部土木工事課長
目黒区　都市整備部みどりと公園課長
警視庁　目黒警察署交通課長
警視庁　碑文谷警察署交通課長

事務局 目黒区　都市整備部都市計画課
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